
� はじめに

２０１１年は３月１１日に発生した東日本大震災

によって記憶される年になったが，この年は

また７月下旬に「平成２３年７月新潟・福島豪

雨」が，９月初旬には和歌山県・奈良県で大雨

に伴う山崩れにより河道閉塞（天然ダム）を

引き起こした台風１２号による大雨災害が，中

旬には沖縄地方から北海道地方の広い範囲に

被害をもたらした台風１５号の大雨災害が発生

した年でもあった。これらの気象災害は文字

通り記録的な災害であって，「気象年鑑２０１２年

版」に掲載されている降水量に関する記録を

みると，台風１２号の際には和歌山県新宮で１

時間降水量記録の歴代１６位に相当する

１３２．５mmの降水が観測されている。２０１１年に

はこれ以外にも，新潟県室谷で７月２６日に最

大１０分間降水量で歴代１位となる５０．０mm

の猛烈な雨が，高知県魚梁瀬では７月１９日に

日降水量の歴代１位である８５１．５mmの大雨が

観測されている。また，最大１時間降水量に

おいても鹿児島県古仁屋で１１月２日に歴代９

位となる１４３．５mmの強雨が記録されている。

日本ではこのような大雨・強雨が気候特性

の１つとしてくり返され，気象災害が引き起

こされてきた。これに対し，気象学・気候学

の立場から防災・減災を目指して数多くの研

究が行われてきた。そのうち，多数の事例を

統計的に処理し，地域的特性を明らかにしよ

うとする気候学の立場から行われた近年の研

究をあげれば，夏季の首都圏における時間１０

mm以上の強い雨の発生頻度の経年変化を調査

した佐藤・高橋（２０００）の研究，熊谷におけ

る日雨量１００mm以上日数の変化を調べた福眞

（２００１）の研究，北海道から九州までにある１８

カ所の気象官署を対象とし，１時間から１日の

時間スケールにおける大雨出現頻度の経年変

化を調べた鈴木（２００４）の研究，台風の通過

パターンを明らかにした上で，各経路通過時

における日本列島の大雨分布を分析した片岡

（２００７）の研究，夏季の東京において強い対流

性降水が発生したときの気温場・風系場を明

らかにした澤田・高橋（２００７）の研究などが

あげられる。また，気象学的な事例研究では，

東京で発生した大雨を対象とする論文に限っ

ても神田ほか（２０００），中西・原（２００３），上
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杉・田中（２００８），日下ほか（２０１０），石原

（２０１２a,b）などの研究が行われ，多くの知見が

積み上げられてきた。

筆者も１時間降水量を資料として，短時間

強雨に関する気候学的な検討を行い，その成

果を拙論（田坂 ２００６，２００７，２０１１）としてま

とめてきた。その中で，時間降水量８０mm

以上の強雨（気象庁の表現では“猛烈な雨”）

は９月を中心として，梅雨期・台風期である

５～１０月に多く発生すること，その発生が地球

温暖化の影響を受けているとしても気温のよ

うに一義的な発生頻度の増加は認められず，１０

年程度の周期的な変動をしていること，猛烈

な雨は紀伊半島から九州の太平洋沿岸地域に

多く発生する一方，中部地方内陸部や瀬戸内

海周辺のように周囲を山地で囲まれた地域，

日本海側地域には少ないことを指摘した。ま

た，中国・四国地方，九州地方を対象とした

分析では上記の事柄に加え，短時間強雨の原

因としては台風と（梅雨）前線によるものが

多いこと，短時間強雨の多発地域は擾乱通過

時における卓越風向と山地，海岸線の方向に

対応して明瞭に変わることを指摘した。

本論はこれらに引き続いて進めてきたもの

で，近畿以東の地域を対象として分析を進め，

日本列島全域における短時間強雨の発現特性

をまとめたものである。対象とした短時間強

雨や分析手法は中四国地方，あるいは九州地

方を対象とした前報と同じであるが，気候統

計的な意味づけを考えて対象期間を現在の平

年値統計期間である１９８１年から２０１０年の３０

年間とした。これに伴い，中四国，九州地域

についても発生頻度の再集計を行った。

対象とした地点は田坂（２００７）で述べたよ

うな理由から，全国の AMeDAS観測点のう

ち，対象３０年の８０％となる２４年以上通年観

測を行ってきた地点，または改廃・移設が行

われた地点のうち，移動前後の水平距離が概

ね５km以下で標高差が５０m以内の地点とした。

今回２４年以上の観測データを有する地点を対

象としたので，現在は廃止された地点であっ

ても，１９８１年から２００４年の間観測を行ってい

た地点は対象としている。

第１図は本論で対象とした全国１１１４カ所の

AMeDAS観測点の分布を示したものである。

また，第１表は短時間強雨をもたらした擾乱

を天気図により判別した際に用いた８つの地

域における観測地点数や観測密度を示したも

のである。これらをみると，北海道や本州中

部の山岳地域に観測密度の低い地域が散見さ

れるものの，観測点はほぼ全国に万遍なく分

布しているといえる。その地点間の距離は全

第１図 対象としたAMeDAS観測点の分布
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国平均で約１８kmとなっている。この値は強雨

に対応する基本単位の降水セルが直径数 km～

１０km（新田 ２０１２）であることを考えると，

個々の大雨を事例的に扱う際には不十分とい

わざるを得ない。しかし，本研究は１時間降

水量をもとに抽出された短時間強雨を統計的

に処理して発現特性をみようとする立場であ

り，その要因考察においても総観規模スケー

ルの擾乱を対象としているので，今回使用し

た AMeDAS観測点網は十分な密度と判断し

た。

� 短時間強雨の発現にみられる地域性

はじめに短時間強雨の発現頻度にみられる

地域性についてみていこう。第２図は対象と

した１９８１年から２０１０年の３０年間における短

時間強雨の発生頻度を降水強度別に示したも

のである。ここで，多発地点，準多発地点，

寡発地点の区分は以下のように行った。

時間降水量３０m以上の強雨について年平均

の発生頻度による度数分布図を作成すると，

発生回数の少ない地点が多い一方，回数の多

い地点は急激に減少する（第３図）。このため

正規分布を前提とする階級区分は分布特性を

把握する上で有効な方法ではないし，階級数

を多くすることもまた有効ではない。そこで

本研究では発生回数の極めて多い地点（多発

地点），極めて少ない地点（寡発地点），その

中間（準多発地点）の３区分とした。境界値

の決定に際しては本来対数変換などを施す必

要があるが，ここでは発生頻度０の地点も含

めた単純平均と標準偏差を求め，単純平均お

よび単純平均＋標準偏差の値にそれぞれ近く，

区切りの良い発現頻度１）を降水強度ごとに定

め，それを下回る地点を寡発地点，上回る地

点を多発地点と定義し，その中間を準多発地

点とした。なお，時間降水量３０mm以上の強

雨（以下，３０mm強雨と記す）と時間降水量

５０mm以上の強雨（同じく５０mm強雨）につ

いては年平均の発生回数を，時間降水量８０mm

以上（８０mm強雨）については対象期間におけ

る発生総数について上記の作業を行った。

３０mm強雨は対象３０年間に全国で４７１２０回

発生している。すなわち，単純平均では１地

点あたり１．４１回／年となり，全国どこでも毎年

１回以上発生していることになる。しかしなが

ら，第３図にも示したように，実際には全体

の約６０％に相当する地点が年間１回未満であ

る一方，３回以上発生する地点は全体の１５％

に過ぎず，多発する地点は少数に限られる。

地域 面積（km２） 地点数 地点あたり
面積（km２）

地点間距離
（km）

発生
回数

地点
発生
頻度

北海道 ７８，４１９ １９６ ４００．１ ２０．０ １２２９ ６．３
東北 ６６，８９０ １８６ ３５９．６ １９．０ ２５６８ １３．８
関東 ３２，４２４ １１３ ２８６．９ １６．９ ４９２１ ４３．５
中部 ６６，７９５ １９９ ３３５．７ １８．３ ７１１１ ３５．７
近畿 ３３，１１２ １００ ３３１．１ １８．２ ５２４７ ５２．５
中四国 ５０，７１９ １７１ ２９６．６ １７．２ ９２１０ ５３．９
九州 ４０，９６９ １１８ ３４７．２ １８．６ １２６０７ １０６．８
南西諸島 ３，４８３ ３１ １１２．４ １０．６ ４２２７ １３６．４
全国 ３７２，８１１ １１１４ ３３４．７ １８．３ ４７１２０ ４２．３

第１表 地域ごとの観測地点数，観測密度ならびに３０mm強雨の発生頻度
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最も多く発生したのは宮崎県えびので３０年間

に３９１回，年平均１３．０回で，これに三重県尾

鷲の３５９回（１２．０回／年），鹿児島県屋久島の

３３０回（１１．０回／年）が続き，この３地点が年

平均発生頻度で１０回を超えている。そして，

これらの地点を中心として，九州の中南部か

ら南西諸島にかけての地域，四国の太平洋側

地域，紀伊半島南東部の地域，および南アル

プス南側から伊豆諸島にかけて多発地点が分

布している。

一方，帯広をはじめ北海道・青森の８地点２）

では対象３０年間に時間降水量３０mm以上の降

雨は１度も観測されていない。そして，北海

道から瀬戸内海沿岸にかけて発生頻度１回／年

第２図 降水強度別の短時間強雨発生頻度

日本における短時間強雨の発現について
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未満の寡発地点が分布し，準多発地点が九州

北部から中国地方の西部，山陰から近畿西部，

濃尾平野および関東平野の西部地域に分布し

ている。

以上，３０mm強雨の発現傾向を多発地点，準

多発地点，寡発地点に分けてまとめたが，こ

のうち九州以東の多発地点分布域は鈴木

（１９６２）がその気候区分において多雨区と指摘

した地域にほぼ一致していて，太平洋に面し

ていること，その背後に高い山地が控えてい

ることなどのが共通の特徴である。このこと

から短時間強雨の発生には多量の水蒸気が流

入しやすいこと，流入した水蒸気を効率よく

降水に変えるシステムとして上昇気流が発生

し，さらにその条件として適切な地形配列が

必要なことを示している。また南西諸島もそ

のほとんどが多発地点であることから，上記

の条件とは別に気温が高く，空気中の水蒸気

量が多いことも短時間強雨が発生するための

必要条件であることが分かる。

これら短時間強雨発現のための必要条件は

準多発地点の分布からも確認できる。すなわ

ち，先にあげた準多発地点域は海峡（水道）

を通じて太平洋とつながった地域か，その南

に平野があって水蒸気が内陸まで流入するこ

とが可能となっている。一方，寡発地点の分

布域は瀬戸内海地域や中部地方内陸部など山

地に囲まれて水蒸気の流入しにくい地域や北

海道・東北のように気温が低く大気中の水蒸

気量が少ない地域となっている。

短時間強雨の発現傾向を別の視点から示し

たのが第１表の地域ごとの総発生回数と発生

頻度である。これをみると，発生頻度が最も

高い南西諸島は最も少ない北海道の２０倍以上

の頻度で発生していることがわかる。南で多

く北で少ない傾向は他の地域を含め確認でき

る。このことは短時間強雨の発生に緯度，こ

れに伴う気温の変化，さらにはその結果とし

ての空気中の水蒸気量の多少が関わることを

示している。関東，中部についても，そこに

位置する AMeDAS観測点の平均緯度を求める

と，伊豆諸島を含む前者が３５．９度であるのに

対し，北信越を含む後者は３６．１度となってい

る。また，関東地域はその大部分が低平な平

野であり，水蒸気が内陸まで到達することが

可能であるのに対し，中部地方の多くは南北

アルプスや関東山地によって太平洋や日本海

と隔たれた環境にあることも関係していると

考えられる。

短時間強雨の発現に影響する因子の１つが

緯度であることを確かめるため作成したのが

第４図である。これをみると，北海道から東

北北部に相当する北緯４０度以北では緯度に伴

う発生回数の変化は小さいが，それ以南では

緯度が低くなるに伴い発生頻度が増加する傾

向が明瞭に認められる。この傾向を北緯４０度

付近から南西諸島にあたる北緯２５度付近まで

１つの関係式で表現するのか，あるいは九州南

端にあたる北緯３０度付近までを１つの直線関

係とし，南西諸島を別なものと理解するのか

は結論を得ていないが，いずれであってもそ

の直線的な関係から外れる地点がみられる。

すなわち，北緯４３度付近，北緯３９度付近，北

第３図 ３０mm強雨の年平均発生頻度の度数分布
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緯３５～３０度のうち発生回数が２００回を超える

地点である。このうち，北緯４３度付近の多発

地点は北海道・登別周辺で，ここでは１９８３年

９月に発生した「登別集中豪雨」（「気象年鑑

１９８４年版」）をはじめ，しばしば大雨災害が発

生している。また，北緯３９度付近の地点は三

陸沿岸地域であり，北緯３５～３０度の地点は第

３図の３０mm強雨にみられた多発地点である。

これら３地域はいずれも背後に山地が迫るな

どの特徴があり，何らかの地形的な条件が関

与していると考えられるが，その詳細につい

ては今後の検討課題としたい。

次に，気象庁の大雨基準で「非常に激しい

雨」と表現される５０mm強雨の発現傾向をみ

てみると，概略的な特徴は上述した３０mm

強雨のそれと類似している。５０mm強雨の総発

生回数は６４３７回であるが，最も多く発生した

のは三重県尾鷲の９４回（３．１回／年）で，次い

で宮崎県えびのが７９回（２．６回／年），鹿児島

県屋久島が６５回（２．２回／年）で，上位３地点

は先の３０mm強雨と変わらない。また，多発

地点も関東から九州，南西諸島の太平洋沿岸

地域にみられるなど，３０mm強雨と同じような

地域に現れている。一方，寡発地点の分布域

も３０mm強雨と似ているが，５０mm強雨では

３０年間に一度も発生していない地点がより多

くの地域に広がっている。すなわち，北海道

から中部の内陸地域を中心として，全体のほ

ぼ４分の１に相当する２６９カ所の観測点で５０

mm強雨は観測されていない。

ところで，無発生地点と寡発地点の関係を

詳細に検討すると次のような特徴に気づく。

すなわち，本州の中部以南の地域では無発生

地点は内陸部に多く分布する一方，沿岸域に

は強雨の発生地点が点在している。これに対

し，三陸沿岸や北海道の東部地域では海岸近

くに無発生地点が分布し，内陸部では強雨が

発生している。先に述べたように，短時間強

雨は水蒸気供給源である海洋に面するか，平

野が広がり水蒸気が流入しやすい条件下で発

生し，これが遮られる内海や内陸部では発生

しにくい傾向があり，中部地方にみられる特

徴はこれと一致する。一方，東北や北海道に

みられる傾向はこれに反するものであるが，

その原因として沖合の海水温が低いことが考

えられる。すなわち，海水温が低いところで

は，その冷却作用によって大気は安定成層を

作りやすく，降水の発生に必要な上昇気流が

生じにくい一方，内陸部は日射による加熱作

用で不安定な大気状態になる可能性が高いた

めであろう。

最後に，８０mm強雨の発現傾向をみてみよ

う。８０mm強雨は３０年間に４３９回発生してい

るが，図にも明らかなように，その発現地点

は極めて限られていて，全体の８０％の観測点

では一度も観測されていない。そのような中

にあって最も多く発生したのは三重県尾鷲で

１３回，次いで高知県佐喜浜が１１回，鹿児島県

屋久島が９回，徳島県日和佐と沖縄県多良間

が８回となっている。そして多発地点も紀伊

半島南東部，四国の南東部，九州南部および

先島諸島に集中している。このうち前３地域

は背後に山地があり，時間降水量８０mmといっ

たレベルの降水が数年～十数年に一度の割合

第４図 AMeDAS観測点の緯度と３０mm強雨
の発生回数の関係
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で発生するためには，一定の地形条件が必要

であることがわかるが，先島諸島には高い山

地などは存在していない。したがって，これ

地域ではいわゆる地形性降水とは異なるシス

テムが働いていると考えられるが，その解明

は今後の大きな課題である。

以上，短時間強雨の発現にみられる地域特

性を検討したが，強雨の発生と地理的条件の

関係をより詳しく検討するため，短時間強雨

の原因となった総観規模擾乱を天気図判別に

よって特定し，その擾乱ごとに発現傾向を考

察した。分析方法，使用した資料はこれまで

（田坂 ２００７，２０１１）と同じであるが，天気図判

別は第１表に示す８つの地域ごとに行った。分

析は前報と同じく，発生回数が多い３０mm

強雨だけを対象としている。

４つの降水原因（擾乱）ごとに発現頻度の分

布を示した第５図をみると，擾乱の種別によっ

て多発（寡発）地点数やその分布域が異なる

ことがわかる。発現回数がもっとも多いのは

前線を原因とする強雨で３０年間に１８２０１回発

生している。次いで，台風が１３００７回，低気圧

が９２１５回で，最も少ない大気の不安定は前線

によるものの約３分の１である６６９７回となっ

ている。各原因において最も多く発生した地

点は前線による強雨が宮崎県えびので１５８回，

台風の場合は徳島県福原旭で１５７回，低気圧

は鹿児島県屋久島１８０回で，九州，四国の大

雨地域に位置する観測点となっているが，大

気の不安定を原因とする強雨は群馬県榛名山

が５２回で最も多く発生している。

前線による強雨は総発生回数が多いことも

あり，階級区分を同じにした今回の分析では

多発地点も１８８地点で最も多くなっている。

その分布域は南西諸島から九州南部・西部，

中国地方西部，四国南部から紀伊半島南西部

に及び，濃尾平野北部や東海地域にも集中域

がみられる。また，近畿以西の地域は瀬戸内

海東部域を除くほぼ全域が準多発地点で前線

活動が活発であることが分かる。中部以東で

は濃尾平野から東海地域，関東平野に準多発

地点が多く分布するが，北陸から東北の日本

海沿岸地域に準多発地点が連続することも特

徴的である。

今回，前線による強雨と判断した事例は天

気図判別の基準（田坂 ２００７）からその多く

が梅雨前線活動に伴う強雨であるが，梅雨期

に日本海沿岸地域で大雨が発生することはこ

れまでにも報告されていて，鈴木（１９６２）も

日本海側に何カ所かの多雨区を指摘している。

また，はじめにも述べた「平成２３年７月新潟・

福島豪雨」に加え「平成１６年７月新潟・福島

豪雨」，「平成１６年７月福井豪雨」，「昭和５８年

７月豪雨」など（「気象年鑑２０１２年版」）日本

海側では度々大雨災害が発生している。これ

らはいずれも梅雨末期の集中豪雨と呼ばれる

もので，天気図スケールでは梅雨前線が日本

海中部から日本列島にかかり，太平洋高気圧

の縁辺を回って湿潤な南西気流が日本海に流

入する（新田 ２０１２）条件下で発生すること

が多く，この気流と背後にある山地との関係

で強雨がもたらされるのであろう。

次に，台風に伴う短時間強雨の発現をみる

と，太平洋岸における多発地点の集中に気づ

く。すなわち，九州山地東部地域，四国，紀

伊半島南東海岸，および東海地方から関東山

地に沿った多発地点である。このうち，九州，

四国については以前の報告で指摘したことで

あるが，紀伊半島以東の地域についてもその

分布特性から，台風の東側に吹走する南東な

いし東風による地形性降水の強化作用が短時

間強雨が多発する主要因であることが分かる。

また，準多発地点が中国地方西部，中国地方

東部から近畿西部，両白山地の東側斜面など

田 坂 郁 夫
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に点在していることは，太平洋に直接面して

いなくても南東から湿潤な気流が進入し，か

つ背後にある山地の地形効果が働くような地

域では短時間強雨が多く発生することを示し

ている。

台風による短時間強雨は東北から北海道に

かけても太平洋側地域を中心に認められるが，

北海道の中北部では観測されていない。台風

が非台風化するのは，衰弱して弱い熱帯低気

圧になる場合と，北側の寒気団との間に前線

が発生し温帯低気圧になる場合があるが，い

ずれにせよ今回の結果から，台風による短時

間強雨は北海道南部地域が北限であることが

明らかとなった。

低気圧による強雨は総発生回数が前線の半

分程度であり，多発地点も７９カ所に過ぎない。

したがって，その分布域は前線や台風に比べ

限られているが，地域的には非常に特徴ある

ものとなっている。すなわち，多発地点は南

西諸島から九州，四国，紀伊半島，伊豆地域

の太平洋沿岸に限られ，内陸ないし北側への

広がりは台風に伴うものに比べると弱い。こ

れは台風が日本列島を縦断するように進むこ

とがあることに加え，強い風に伴う地形の降

水強化作用が働き，台風から遠い地域におい

ても強雨が発生する可能性があるのに対し，

低気圧の場合は風が弱いため，地形性降水の

効果もまた弱く，強雨は低気圧の経路に近い

海岸沿いに限られるためと考えられる。

日本付近を通過する低気圧はその経路から

南岸低気圧と日本海低気圧に大別されるが，

第５図では多発地点，準多発地点は九州西部

を除くと太平洋側地域に限られていて，日本

海低気圧の通過に伴う短時間強雨の発生は少

ないことが分かる。日本海低気圧に伴う本州

以南の降水は主に寒冷前線によるものである。

寒冷前線は一般に温暖前線より活動が活発で，

降水強度も強いといわれている。しかし，時

間降水量３０mm以上といった降水が寒冷前線

だけでもたらされることは少なく，地形性降

水などの強化作用がより重要であるといえる。

大気の不安定による強雨は総発生頻度が少

ないため，多発地点は極めて少数に限られて

いる。しかしながら，寡発地点も含む強雨発

生域は，台風や低気圧に伴う強雨が北海道北

部や内陸部に空白域を持つのに対し，大気の

不安定に伴う強雨は日本のほぼすべてに及ん

でいる。また，準多発地点数も低気圧のそれ

を上回っている。これらのことから，大気の

不安定に伴う強雨は地域的に最も普遍的な現

象であることが分かる。

以上，擾乱の種別ごとに短時間強雨の発現

傾向を検討してきたが，最後に各地点におけ

る短時間強雨の主原因をみてみよう。第６図

は４つの中で発生頻度が最も多かった擾乱を

地点ごとに示したものである。なお，総発生

回数が１０回未満の地点については特定の事例

の影響が大きくなると考え，最大要因を図示

していない。また，２つ以上の擾乱が同じ頻度

であった地点も省略している。

これをみると，前線が短時間強雨の主要因

である地点が南西諸島，九州西部から中国地

方，近畿から中部の西部地域および北陸から

東北の日本海側に分布する一方，台風が主要

因である地点が九州山地の東側，四国，紀伊

半島南東地域，東海から関東南部の地域およ

び東北の太平洋側地域に多く分布している。

極めて概略的にみれば，太平洋側地域では台

風による短時間強雨が卓越し，日本海側では

前線による強雨が卓越するといえる。このよ

うに山地を挟む対称性は九州において最も顕

著であるが，紀伊半島でも東側は台風，西側

は前線の傾向がみられるし，東北地方でも太

平洋側には台風を主要因とする地点が分布す

田 坂 郁 夫
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る一方，日本海側は前線を主要因とする地点

にほぼ限られている。

低気圧を主要因とする地点は数は少ないも

のの，屋久島，四国や紀伊半島また東海，関

東の海岸に点在していて，先に述べたように，

低気圧の経路に近いところでは強雨が発生し

やすいことが分かる。大気の不安定を主要因

とする地点も低気圧同様少ないが，関東や中

部をはじめとする内陸域にはこれを主要因と

する地点が分布していて，地面の加熱による

熱雷的な強雨が多いことを推測させる。

以上，短時間強雨の発現傾向を降水強度別，

降水原因別に検討してきたが，短時間降雨の

発現には山地の配列などの地形条件や緯度な

ど地理的因子が関係することが示された。

� 短時間強雨の発現にみられる
経年変化，年変化

次に，短時間強雨の発現頻度の経年変化に

ついてみてみよう。第７図は対象とした１９８１

年から２０１０年における短時間強雨の発現頻度

ならびにその５年移動平均を示したものであ

る。

３０mm強雨は前述のように３０年間に４７１２０

第６図 各地における短時間強雨の主原因

第７図 短時間強雨発生頻度の経年変化

日本における短時間強雨の発現について
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回，１年平均１５７０回発生している。対象期間

中最も多く発生したのは２００４年で，年間約

２７７０回発生した。この年は日本に上陸した台

風が１９５０年の統計開始以来最多となる１０個

で，南西諸島を含む接近数も１９６０年，１９６６年

と並び最多であった（「気象年鑑２００５年版」）

が，このことも短時間強雨が多く発生した原

因の１つと考えられる。これに対し，最も少

なかった１９９６年には最多年の約３分の１にあ

たる９３０回しか発生せず，短時間強雨の発現

頻度は年々の変動が大きいといえる。次に，５

年の移動平均をみると，中四国や九州地方の

経年変化にみられた（田坂 ２００７，２０１１）のと

同様に，周期的変動と長期的な増加傾向が認

められる。すなわち，１９９０年頃，２０００年頃を

極大とし，１９８０年代半ば，９０年代半ばを極小

とする約１０年周期の変動と，１９８２年，１９９０

年，１９９８年，２００４年の極大年の発現頻度に特

徴的な長期的な増加傾向である。

ところで，第２表や第４図でみたように短時

間強雨は南ほど発現頻度が高く，全体の約４

分の１が九州で発生し，これに中四国と南西

諸島を加えると全体の半数以上に達する。こ

とことから，経年変化にみられる周期的変動

や長期傾向も西南日本の特徴であって，他の

地域はそれとは異なる傾向を持っている可能

性もある。第８図はこのことを確認するため

に，対象８地域における３０mm強雨発現頻度

の５年移動平均を示したものである。これを

みると，発生頻度が少ない北海道では周期的

変動，長期傾向ともに認められないが，それ

以外では周期的変動，長期傾向にいくつかの

特徴が認められる。

はじめに周期的変動についてみてみると，

南西諸島および近畿から東北は１９９０年頃と

２０００年頃に極大，１９８０年代半ばと１９９０年代半

ばに極小を示す点で共通している。発生回数

の多い中四国，九州はこれらと若干異なり，

前者では上記の極大期に加え２０００年代半ばに

も極大がみられ，九州では１９９０年代半ばの極

小が不明瞭である一方，２０００年代半ばの極大

が顕著になっている。このように九州，中四

国では２０００年代半ばにも極大があるため，長

期的な増加傾向も顕著で，中四国地方ではこ

の３０年間の増加率が８０％を超え，九州でも

５０％増加している。これに対し，近畿以東や

南西諸島では２０００年代に増加傾向が認められ

ない結果，長期的な増加傾向も弱く，近畿地

方では対象期間を通してみると減少傾向にあ

る。

以上，日本全体としてみられた周期的変動

と長期傾向を地域ごとに検討した結果，周期

的変動は極大・極小期の出現に若干の差異は

あるものの，東北以南の地域に共通して認め

られたが，長期的な増加傾向は九州，中四国

に特徴的な傾向で，近畿以東や南西諸島では

認められなかった。すなわち，日本全体の増

加傾向は多発地域である九州，中四国の変動

に引きずられたものであって，日本全体とし

て増加しているとは必ずしもいえない。

次に５０mm強雨，８０mm強雨の経年変化を

みてみると，前者は年々の変動およびその結

果である周期的変動，長期傾向とも３０mm

第８図 地域ごとにみた３０mm強雨発現頻度
の推移

田 坂 郁 夫
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(L) (F) (T) (U)( )強雨と類似しているが，８０mm強雨は異なった

特徴を示している。その１つは多発年，寡発

年の発生回数であって，３０mm強雨では年平均

値である１５７０回を超える年が１４年，下回る年

が１６回でほぼ等しいのに対し，８０mm強雨で

は平均の１５回を超える年が１０年であるのに対

し，下回る年が２０年となっている。すなわ

ち，８０mm強雨は平均的な年には発生すること

が希な現象である一方，１８８８年，１９９８年，１９９９

年など特定の年に集中して発生する傾向があ

るといえる。その原因を総観規模現象の多発

に求め，気象庁がまとめた気象災害年表でこ

れら３カ年の状況を調べてみると（「気象年鑑

１９８９年版，１９９９年版，２０００年版」），１９９８年は

「平成１０年８月上旬豪雨」，「平成１０年８月末

豪雨」（いずれも前線活動による）をはじめ９

回の大雨災害が，１９９９年には台風１６号，１８号

など６回の大雨災害が記録されているが，１９８８

年は冷害・長雨はあったものの大雨災害は梅

雨前線活動による１回だけで，８０mm強雨の多

発を総観規模擾乱の多発に短絡することはで

きない。

最後に，発生頻度の年変化をみてみよう。

第９図は３０mm強雨について発生頻度の年変

化を降水原因別に示したものである。これを

みると，短時間強雨は６～９月に多く発生する

ことが分かる。特に７～９月の夏季３ヶ月間は

月間の発生頻度が３００回を超えている。この

時期は日本の気候に特徴的な梅雨期，台風期

であることから予想されるように，６・７月は

前線を原因する短時間強雨が多く発生し，８・

９月は台風による短時間強雨の発生頻度が多く

なっている。また，夕立に代表される大気の

不安定による強雨は夏季３ヶ月，特に８月に集

中している。このように前線や台風，大気の

不安定を原因とする強雨は発現時期が限られ

ているのに対し，低気圧を原因とするものは

その頻度は少ないものの１年を通じてみられ

る。

以上は全国をまとめたときの特徴であるが，

第１０図は年変化を地域ごとに示したものであ

る。前述のように短時間強雨の発生頻度は南

ほど多く，またそれぞれの地域のおける観測

点数も異なっている。したがって，絶対数で

比較すると，観測点数の多い地域，あるいは

九州など多発地域の特徴が強調されることに

なる。そこで前者については１地点あたりの

頻度として，後者の地域差については各地域

の最多発生月の頻度を１．００としたときの相対

的な頻度として示した。

これをみると，各地域における発生頻度の

年変化，またその原因は異なっている。例え

ば，九州～北海道では短時間強雨の発生は６～

９月に限られるが，年中温暖な南西諸島では寒

候期の１２～２月を除いてほぼ通年発生してい

る。また，関東以西の地域ではその頻度は極

めて小さいものの寒候期にも短時間強雨が発

生するのに対し，東北や北海道では冬期間に

は全く発生していない。最多発生月も地域ご

とに異なり，中部以東では８月，近畿は９月，

中四国・九州は７月，南西諸島は６月となって

いる。

強雨の原因についてみると，九州では６・７

月の梅雨前線活動による強雨の発生が顕著で

あるが，中四国から中部地域では７月の前

第９図 ３０mm強雨発現頻度の年変化とその原因
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線，８・９月の台風がそれぞれ交代しながら同

じように寄与しているのに対し，関東では前

線による強雨が減少し台風による強雨が多く

なっている。また，台風や前線活動の影響を

受けにくい北海道では低気圧による強雨が８・

９月の最も多い原因となっている。

以上，短時間強雨の発現頻度の経年変化．

変化を検討したところ，地域ごとにかなり異

なった特徴を持っていることが明らかとなっ

た。大雨・強雨の発現傾向について地球温暖

第１０図 地域ごとにみた３０mm強雨発現頻度の年変化とその原因
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と関連して増加傾向にあるとの指摘もあるが，

短時間強雨に限っていえば，日本のどの地域

においても直線的に増加しているとは必ずし

も言えない。

� まとめ

短時間強雨の発現にみられる地理学的特性

を検討した結果，以下のような特徴が明らか

になった。

１．短時間強雨の発現頻度は地域によって著し

く異なる。最も多く発生するのは南西諸島か

ら九州南部，四国南部，紀伊半島南東海岸，

東海から伊豆諸島のいわゆる太平洋岸地域で

ある。一方，北日本や中部地方内陸部，瀬戸

内海地域など山地によって海洋から隔てられ

た地域では発生頻度が小さい。これらのこと

は，短時間強雨が発生するためには多量の水

蒸気が流入し，それが地形の効果によって効

率的に降雨に変わるシステムが必要なことを

示している。

２．短時間強雨の発現要因を総観規模擾乱の種

別にみると，前線によるものが多く，台風に

よる強雨がこれに続く。前線に伴う短時間強

雨は日本海側地域で発生しやすく，台風に伴

うものは太平洋側地域に発生する傾向がある。

また，低気圧に伴う短時間強雨は九州から東

海の太平洋沿岸域に多く発生し，大気の不安

定に伴う強雨は内陸を中心に日本全域で発生

する。

３．短時間強雨の発生頻度には周期的な変動

と，長期的な増加傾向が認められる。このう

ち，周期的な変動は日本のどの地域でも認め

られるが，長期的な増加傾向は東日本，北日

本の地域では顕著ではない。

４．短時間強雨は前線，台風を原因として発生

することが多いので，その活動が活発な暖候

期，６～９月に集中して発生する。

本論は全国を対象として，短時間強雨の発

現にみられる地理的特性を検討したものであ

るが，東北，関東などの行政地域を単位とし

た分析が含まれるなど，残された検討課題も

また多い。今後は，より自然地理的な視点に

立って地理情報システムを用いた空間分析も

取り入れ，強雨の発生と地理的条件との関係

を明らかにしていきたい。

【注】

１）３０mm強雨の場合，単純平均値は１．４１回，

標準偏差は１．６２回なので，１回未満を寡発地

点，１～３回を準多発地点，３回以上を多発地

点とした。５０mm強雨は０．１９回，３．００回なの

で，境界値を０．２回，０．５回とした。また，８０

mm強雨は総発生回数で平均０．４０回，標準偏

差１．１２回なので，１回の地点を寡発地点，２～

３回の地点を準多発地点，４回以上を多発地点

とした。

２）北海道：下川，西興部，湧別，斜里，駒

場，帯広，池田，青森県：黒石の８地点
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